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第２章 第四次行政改革大綱の概要 

１．大綱の理念 

   第四次湖南市行政改革大綱（以下「大綱」という。）は、本市における

第三次までの行政改革大綱における取組の検証結果や社会情勢の変化など

を踏まえ、今後５年間で取り組むべき内容について、湖南市第二次総合計

画や総合戦略などの各種計画との協調を図りつつ、『「地域力・デジタル

化・経営力の向上をめざして」～新たな時代に即した行財政改革の推進

～』を理念とします。 

２．大綱の体系図    

 

・受益者負担および補助金・

　負担金の適正化

・広域連携の推進

・財政の健全化

・事務事業の見直しと効率化の推進

・公共施設等総合管理計画の

　着実な実行

第３の政策 　施策項目

第２の政策 　施策項目

・ＩＣＴ（情報通信技術）の

　積極的な活用

・社会生活のデジタル化の推進

第１の政策 　施策項目

・様々なコミュニティとの連携

・市政情報の積極的な共有
市民主体の透明性の

あるまちづくり
～市民参画と情報共有～

デジタル社会の推進
～スマート自治体への

転換～

効率的・効果的な

行財政運営
～改革の継続と

新たな改革～
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３．大綱の位置づけ  

   大綱は、第二次湖南市総合計画に掲げる基本構想の「ずっとここに暮ら

したい！みんなで創ろう きらめき湖南」を実現する施策として、湖南市

における行財政改革の方針を定めるものです。 

   また、本市は令和２年（2020 年）７月にＳＤＧｓ未来都市に選定されて

おり、持続可能な開発目標の達成に向けて関連する理念・目標の一部を共

有するものとして位置付けることとします。 

 ◎持続可能な開発目標 

 

 

 

 

 

４．大綱の取組期間 

      大綱の取組期間は、第二次湖南市総合計画の後期計画との整合性を図る

ことから、令和３年度～令和７年度（2021 年度～2025 年度）までの５年間

とします。 

５．大綱の目標 

   大綱の基本理念に基づき、社会情勢の流れに沿って必要な時に再構築を

図りつつ、次世代に過度の負担を残さないまちを実現するため、３つの取

り組むべき政策についてそれぞれの施策を定め、確実に取組項目を達成す

ることを目標とします。 



 - 17 - 

６．取り組むべき政策 

行政（公助）だけではなく、地域（共助）の繋がりを大切にし、あらゆる

情報ツールを利用して積極的に情報の発信を行うことで、市政情報の共有を

図り市民自ら（自助）が考え行動をおこせるよう推進します。また、様々な

コミュニティと連携を持つことで、みんなで共に進めるまちづくりを推進し

ます。 

スマート自治体への転換により、市民の利便性向上および働き方改革への

行政事務の効率化を推進させるため、ＩＣＴを活用した取組を進めるなどデ

ジタル社会にふさわしい行政サービスの電子化に取り組みます。 

  公共施設の適正な管理・運営や施設使用料をはじめとした受益者負担の適

正化、ＡＩ、ＲＰＡなどのＩＣＴを積極的に活用した自動化・省力化を図

り、事務事業の効率化を推進します。また、職員の育成や適正配置を行うこ

とで持続可能で健全な財政運営を行います。 


